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本プロジェクト研究の目指すもの

今日，我が国の教育については，教育内容，教育方法，教員養成，教員研修，教員配置，
学校体制などについてそれぞれの関連を踏まえ一体的な教育改革が行われており，次世代
の学校指導体制の構築が進みつつある。そのキーワードを幾つか取り上げると「児童生徒
の資質能力の育成」「資質・能力を育成するための教員養成・研修」「チームとしての学校」
等が並ぶ。こうした改革を踏まえ本研究プロジェクトでは，これからの教育を担う教員の
資質・能力と学校組織全体の総合力を高めるための方策検討に資する知見の提供を目的と
して，次の①から④の課題について研究を進めることとした。� �
課題①：教員・管理職等の養成・研修内容及びシステム
課題②：諸外国における教員養成及び研修の基準である教師教育スタンダード
課題③：我が国の教職員配置と教育効果
課題④：学校組織全体の総合力を高める教職員配置とマネジメント� �
また，これらの課題に対応して次のような２班５チームによる研究体制を整え，それぞ
れ以下に示す課題①から課題④の具体的な内容について研究を行った。
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課題①では，教員の養成・研修の改善を図るため「人はいかに学ぶか」に関する学習理論
とその具現化のための教授法に関する知識，教科内容知識及び次の実践を改善できる評価
手法に関する知識を一人一人の教員が獲得し，専門性に応じて役割を分担しながら学校全
体として機能する方途等について研究を進めた。また，管理職等の養成研修に関し，リー
ダーシップを発揮できる管理職候補者の育成などについての研究を行った。
課題②では，米国，英国，ドイツ，フランス，フィンランド，オーストラリア，シンガ
ポール，ニュージーランドなど諸外国における教員養成及び研修の基準である教師教育ス



タンダードについて調査し，教師のライフコースを踏まえた教師教育スタンダードの設計
やその運用上の課題などについて分析するなど，我が国の教員の資質能力を向上させる教
職生活全体を通した取組（養成と研修）の検討に資する知見を求め研究を行った。　
課題③では，どのような教員配置のもとで学級編制がなされ，どのような教育効果があ
るかを検討した。その際，教育効果の指標としてどのようなものが必要か，また，学習評
価と学力に関わって，どのような評価が行われることで教育効果を高めるかを検討するた
め，形成的評価に着目して，効果的なフィードバックを行うために必要な評価基準の準備
をはじめとした学習計画等の教師同士による共同と，これらの準備を踏まえた実施が，配
置される教員数及び学級規模によって違いが見られるかについて研究を行った。
課題④では，米国，英国，ドイツ，フランス，シンガポール，中国，韓国など諸外国に
おいて，学校組織全体の総合力を高めるためにどのような教職員配置と教職員を生かすマ
ネジメントを実施しているのか比較研究を行うとともに，我が国の校長・副校長・教頭・
事務長・主幹教諭・指導教諭，外部人材などの資質・能力を生かした分業体制及びマネジ
メントの在り方について研究を行った。
本報告書はこのうち，課題③「我が国の教職員配置と教育効果」に関するものである。
加配等による学校への教員配置の仕方で学級数や学級規模が変化するが，その教育効果を
捉える指標を何に求めるかが課題となる。本調査研究では，動機づけ的要因に着目し「学
習目標志向性」を教育効果指標として設定し，平成 19年度文部科学省委託調査研究「教
職員配置に関する調査研究」で得られたデータを，学級規模と動機づけの関連の観点から
追加分析したものである。
新学習指導要領は「資質能力の三つの柱」を中心に検討されてきた。柱の一つ「学びを
人生に生かそうとする『学びに向かう力・人間性等』の涵養」については，社会情動的ス
キルに関わるものであり，本調査研究の「学習目標志向性」との関連が深い。今後，新学
習指導要領の下で展開される学校教育において，教員配置の仕方による学級数や学級規模
の変化とその教育効果を捉える指標例を提起できたのではないかと考える。

平成 29年 3月

研究代表者　　大 杉 昭 英
（国立教育政策研究所初等中等教育研究部長）
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学級規模と児童の学習目標志向性との関係―小学校 5年生を対象として―
研究の概要

1目的
• 大規模調査データの追加分析を行い，児童の動機づけと学級規模の関連を明らかにする。
• そのために，児童の学習目標志向性に着目し学級規模の大小と児童の課題に対する取り組み方の
志向性の関連をマルチレベル構造方程式によって検討する。

2方法
• 平成 19年度文部科学省教職員配置に関する調査研究委託事業「生活集団および学習集団の規模
と教育効果に関する調査研究」において取得されたデータのうち，小学校第 5学年を対象に実施
された調査データを追加分析（各校 1学級，275校，7,643人分）。

• 児童質問紙調査として実施された，図書文化「自己向上支援検査」の下位尺度のうち学習目標志
向性と類似していると考えられる自己向上意欲と，学校質問紙項目のうち調査対象学級の学級規
模についての回答と，学校の特徴として「教育熱心な親が多い」に対する回答を追加分析の対象。

• 図 1に示したマルチレベル構造方程式モデルによって，学級規模による児童の自己向上意欲への
影響の違いを分析した。レベル 1は児童レベル，レベル 2は学級レベルである。

• 自己向上意欲については，レベルごとにマルチレベル項目反応モデルで推定。
• 学級規模は分析対象校の学級規模の中央値で中心化し，学校質問紙項目の一つである教育熱心な
親の多さを共変量として扱った。

3結果と考察
• 図 1におけるレベル 2の Class size（学級規模）からMotivation（自己向上意欲）へのパスが負
で有意（非標準化係数が-0.016，p = .036）。この推定値をもとに，学級規模による自己向上意欲
の因子得点の予測値を，共変量とした教育熱心な親の多少（多いを 1，多くないを 0）別に示す
と，図 2のとおり。

• 以上の結果から，本研究が分析対象とした自己向上意欲が，動機づけ研究で言うところの学習目
標志向性と類似していることを踏まえると，児童の学習目標志向性は在籍する学級が小規模であ
る方が高く，大規模である方が低いことが示唆された。

Motivation

Item 3

Item 23

Item 33

Item 13

Item 43

Item 53

Item 63

Item 73

Motivation

Item 3

Item 23

Item 33

Item 13

Item 43

Item 53

Item 63

Item 73

Class 
size

Student level (Level 1) Class level (Level 2)

Characteristics 
of school

e

図 1 学級規模による児童の自己向上意欲へ
の影響の違いを検討するモデル
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図 2 学級規模と学校の特徴による自己向上
意欲の予測値
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第 1章

問題と目的

1.1 問題
1.1.1 学級規模と動機づけ

学級規模は児童生徒の学習行動と教師の児童生徒への関わり方に影響を及ぼすとと
もに，これらの相互作用は児童生徒の学力に違いをもたらすと考えられている (Finn,

Pannozzo, & Achilles, 2003)。しかし，これまでの研究では学級規模が児童生徒の学力
に与える影響を検討したものが多く (Blatchford, 2016)，動機づけをはじめとした学力に
影響を与えると考えられる個人差要因や特性に対して学級規模が与える影響を明らかにす
ることを目的とした研究には十分に取り組まれていないといった指摘が見られる (Ahn &

Brewer, 2009)。
一方，最近では，動機づけや学習態度が個人の学歴や就業，収入に与える影響が大きい
と言う主張が見られ (Heckman, 2000)，これらの要因を高めるための教育制度や教育的
介入についての議論が高まりを見せている。動機づけや学習態度に近い要因と学級規模と
の関係を検討した研究の代表的なものとしては，Dee & West (2011) が挙げられる。こ
の研究では，生徒の学校や指導の実施状況，家庭背景等に関する縦断データの一つであ
る，NELS:88 (National Education Longitudinal Study of 1988)に含まれる，米国の 8

年生，815校，19,396人分のデータに対する分析が行われ，大規模学級の方が授業中に質
問をためらうこと，教科の有用性に対する認知，学習態度や教科に対する前向きな態度の
各項目の得点が低い生徒が多いことが示された。さらに，このような生徒は将来学歴が低
く，正規社員への就業率や収入が低くなることも示された。日本においては二木 (2012)

が，TIMSS (Trends in International Mathematics and Science Study: 国際数学・理科
教育調査)の 2003年調査における数学の個票データの分析を行っている。日本の公立中
学校 131校，生徒数 4,031人分のデータを対象とし，生徒質問紙の 16項目を対象に因子
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分析を行い，高意欲，自信，有用性，帰属性の 4因子を抽出し，これらの因子と学級規模
との関係が検討された。その結果，学級が小規模であるほど生徒の数学に対する自信が高
いことが示された。
しかし，これらの研究はいずれも，教育心理学的な動機づけ理論に沿った構成概念を測
定したものではない。動機づけに関する研究の多くでは，学習行動の質や，学力をはじめ
とした学習成果との関連が議論されている。そのため，動機づけ理論に沿った構成概念と
学級規模との関係を検討することで，学級規模が児童生徒の学習行動や学力などのアウト
カムに影響を与える過程を明らかにすることに接近できると考えられる。

1.1.2 学習目標志向性について

本研究では，動機づけの中でも学習目標志向性に着目する。学習目標志向性は，自己の
有能さを伸ばし，新しいことの習得を目指す志向性であり (Midgley, Kaplan, Middleton,

Maehr, Urdan, Anderman, Anderman, & Roeser, 1998)，これまでに深い学習方略使用
の促進 (Diseth & Kobbeltvedt, 2010)，接近的な達成動機 (Elliot & Thrash, 2002)，持続
性 (Simons, Dewitte, & Lens, 2004)，内発的動機づけ (Harackiewicz & Elliot, 1993)な
ど適応的な学習と関連することが示されている。特に，学習目標志向性の高い子供は，学
習時の困難に直面したときに，その子供のコンピテンスに関係なく，学習をあきらめずに
より適切な学習行動を取ることが示されている (Diener & Dweck, 1978) 。また，学習目
標志向性は，内発的動機づけや学習行動とも関連していることから (Elliot & Murayama,

2008)，学習目標志向性が高いことは自律的な学習を促進すると考えられる。学習目標志
向性は，教師と学習者の相互交渉の多さや学習者同士の向社会的な人間関係からも影響を
受ける (Wentzel, 1998)。そして，このような教師の学習者への関わり方や学習者の行動
は学級規模の影響を受けると考えられている (Finn et al., 2003)。したがって，学級規模
の大小によっても学習者の学習目標志向性に違いが見られると考えられる。
ただし，学習目標志向性をはじめとした学習者の動機づけ的諸要因は，教師の教育的介
入以外にも親子関係や親の学校教育に対する関心など，教師以外からの影響も受けると考
えられている (Liem, Lau, & Nie, 2008; Schunk, Meece, & Pintrich, 2012)。

1.2 目的
本研究の目的は，大規模調査データの追加分析を通じて，児童の動機づけと学級規模の
関連を明らかにすることである。特に学習目標志向性に着目し，学級規模の大小と児童の
課題に対する取り組み方の志向性の関連を検討する。そのために，大規模調査データの内
容のうち，児童の特性や状態を測定した児童質問紙データと，学校の特徴について回答を
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求めた学校質問紙調査データの一部に対する追加分析を行う。追加分析においては，児童
質問紙データのうち学習目標志向性に近い特性を測定している部分の因子得点に対して学
級規模が影響を与えることを仮定し，学校質問紙で回答を求めた学校の特徴のうち，教育
熱心な親が多い学校か否かを共変量として組み込んだマルチレベル構造方程式を用いて，
検証的な分析を行う。
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第 2章

方法

2.1 分析対象データ
本研究で用いたデータは，平成 19年度文部科学省教職員配置に関する調査研究委託事
業「生活集団および学習集団の規模と教育効果に関する調査研究」において取得された
データである。この委託研究は小学校第 1，3，5学年，中学校第 1，2学年を対象として
実施されたが，本研究で対象とするのは小学校第 5学年のデータである。
このデータの調査対象校の抽出は以下のとおりに行われた。すなわち，学校の特徴が児
童の状況に及ぼす影響の可能性を考慮し，全国の公立小・中学校のうち，市立の学校（町
村を除く）を対象に抽出がなされた。その際，(1)分校，(2)複式学級が設置されている学
校（夜間でのみ複式学級を編制している場合，及び，特別支援学級でのみ複式学級を編制
している場合は含まない），(3)対象学年に児童がいない学校は除外された。また，調査の
実施可能性を考慮し，平成 19年 7月の中越沖地震の被害が大きかった新潟県の学校を除
外するとともに，平成 18年度に東京大学の研究グループが実施した同種の調査研究の対
象校を，2年続けて協力校となることによる学校及び児童の負担の大きさを考慮し除外し
た上で，学校について等確率の系統抽出を行い，調査協力候補校として 300校が抽出され
た。その上で，調査協力候補校に対して協力の諾否を照会した。その結果，調査対象校数
は 277校，調査対象児童数は 7,834人であった。
ただし，本研究で実施する追加分析に際して，学校質問紙において町村部に所在すると
回答した学校 1校，複式学級が設置されていると回答した学校 1校を分析対象から除外す
ることとした。また，児童質問紙調査の実施日に欠席した児童がいた。そのため，最終的
に本研究の追加分析の対象となったのは 275校（275学級），7,643人となった。
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2.2 学校質問紙
学校質問紙では，学校の所在地や特徴について各調査対象校の管理職に回答を求めた。
本研究では調査対象学級の学級規模についての回答と，学校の特徴として「教育熱心な親
が多い」（とてもよくあてはまる・あてはまる・あまりあてはまらない・全くあてはまら
ないの 4件法）の回答を追加分析に用いた。学級規模についての回答は分析モデルにおけ
る学級規模の変数として，「教育熱心な親が多い」という項目に対する回答は分析モデル
における共変量として用いた。

2.3 児童質問紙
児童質問紙として実施された，日本図書文化協会「自己向上支援検査」の結果を本研究
の追加分析に用いた。この検査は，児童の学習活動や社会生活を支える心理的特性を診断
し，評価するための検査である。この検査により，学習適応性や社会的適応性について，
自己を向上させようとする意志や態度が身についているかを把握でき，その結果は学習指
導や生活指導の改善に向けた資料として役立てることができるとされている。児童の自己
向上に必要な要因を多面的・総合的に診断するため，学習領域として，課題関与意欲（学
習課題への興味・関心・価値意識から生じる学習意欲），他律的意欲（友達との競争や教
師・親による承認への願望から生じる学習意欲），自己向上意欲（自己の向上や将来の生
活に役立つという展望から生じる学習意欲），学習の仕方（学習方略やメタ認知の獲得に
役立つ学習の技能・態度・習慣），学習効力感（努力すればうまく学習できるという意識・
信念），社会生活領域として，情緒安定性（不安や自己否定に陥ることなく，安定した感
情を維持する性格特性），集中力・忍耐力（一つのことに集中し，困難に負けない忍耐強
さ），社会的スキル（周囲の人々と友好な人間関係を維持し，円滑な社会生活を送るため
の技能），自立体験（生活や遊びでの豊かな体験と自立性），社会的効力感（他者からの期
待に応え，社会的に有能であるという意識・信念）の，合計 10の特性や状態に関する下
位検査で構成された検査である。
本研究では，下位検査の結果のうち，自己向上意欲に関するデータを，学習目標志向性
に類似する変数として捉えて追加分析に用いる。この自己向上意欲は，8 項目で構成さ
れ，3件法（そう思う・ときどきそう思う・そう思わない）で回答を求める形式であり，勉
強によって自分をさらに高めようと思う気持ちに関する特性を測定する，標準化された検
査である。学習に取り組むことで自分の力をのばせると思うか，得意な教科の力をもっと
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伸ばしたいと思うかなどを問う項目で測定される*1。
なお，動機づけ研究の文脈で言うところの学習目標志向性は，「私が学校で課題をやる
重要な理由は，今までよりもよくしたいからです」(Midgley et al., 1998)や「わたしは，
授業の内容について，もっと詳しく知りたいとか，もっとほかのことも知りたいと思うこ
とがあります」(田中・山内, 2000)といったような項目で測定される。このように，動機
づけ研究における学習目標志向性と，本研究の分析対象の検査項目である自己向上意欲
は，どちらも学習によって自分の能力をさらに高めようとするものである点で，両者の間
に類似性が認められる。したがって本研究では，「自己向上支援検査」の自己向上意欲が
学習目標志向性に近い特性を測定しているとみなして，自己向上意欲についての追加分析
を行う。

2.4 分析モデル
学級規模や学校の特徴（本研究で共変量として扱う，教育熱心な親が多いか否か，な
ど）は，個人レベルではなく，学級レベルで児童の動機づけに影響を及ぼすと考えられ
る。このように児童の動機づけへの影響といっても，児童個人のレベルと学級のレベルに
よって異なる変数が影響すると予測される。そのため，学級規模が児童に及ぼす影響を検
討するには，個人レベルと学級レベルを分けられるマルチレベル構造方程式モデルを用い
ることが適切と考えられる。これらの事項を反映させた学級規模の大小による児童の動機
づけへの影響の違いを検討するためのモデルは以下の図 2.1のように表現できる。図 2.1

の Itemは質問項目，Class sizeは学級規模，Characteristics of shcoolは学校の特徴とし
て教育熱心な親が多いか否か，Motivationは自己向上意欲因子，eは残差分散を示す。な
お，分析にはMplus7.4(Muthén & Muthén, 1998-2015)を用いた。
まず，基準変数となる児童の動機づけは，レベル 1(個人レベル) とレベル 2(学級レベ
ル)のそれぞれでモデルとする児童質問紙の自己向上意欲因子を構成するマルチレベル項
目反応モデルを用いた。レベル 2(学級レベル)では，レベル 2の自己向上意欲を基準変数
とし，学級規模（CSj）と教育熱心な親の多い学校か（dj）を説明変数とした。学級規模
については，小学 5年生の学級規模の中央値で中心化した値を用いた。学校の特徴につい
ては，教育熱心な親の多さに関する質問項目に対して肯定的な場合を 1，否定的な場合を
0とするダミー変数を用いた。
なお，マルチレベル構造方程式モデルは，構造方程式モデルを階層データに拡張した分
析手法である。マルチレベル構造方程式モデルでは，階層データの相関係数を個人レベル
と学級レベルに分解して算出し，それぞれの相関行列に基づいた構造方程式モデルによっ

*1 標準化され販売されている心理検査のため具体的な項目の内容は開示できない。
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て推定する。本研究で分析に使用した自己向上意欲得点は，児童質問紙の自己向上検査に
よって測定されており，各質問項目は 3件法で測定されている。3件法での反応は順序尺
度水準であると考えられる。構造方程式モデルによって因子得点を求める場合，連続量同
士の相関係数であるピアソンの相関係数ではなく，順序尺度水準同士の相関係数であるポ
リコリック相関係数を用いる必要がある。こうした順序尺度水準の構造方程式モデルは，
項目反応モデルと呼ばれる。本研究では，項目反応モデルを階層データに適用する必要が
あり，マルチレベル項目反応モデルを用いた。

Motivation

Item 3

Item 23

Item 33

Item 13

Item 43

Item 53

Item 63

Item 73

Motivation

Item 3

Item 23

Item 33

Item 13

Item 43

Item 53

Item 63

Item 73

Class 
size

Student level (Level 1) Class level (Level 2)

Characteristics 
of school

e

図 2.1 学級規模による児童の動機づけへの影響の違いを検討するモデル
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第 3章

結果と考察

3.1 結果
3.1.1 調査対象校の学級規模

調査対象校分析対象校 275校の平均学級規模は 28.27 (SD = 7.85)であり，最小値は
5，最大値は 41であり，分布は図 3.1のとおりであった。

Class size
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y

10 20 30 40

0
20

40
60

80

図 3.1 調査対象校の学級規模
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3.1.2 マルチレベル構造方程式モデル

まず，級内相関を算出するため，児童の自己向上意欲因子を構成する項目に，説明変数
を加えず，学級構造のみを考慮したマルチレベル項目反応モデルを用いた。その際，各レ
ベルの自己向上意欲因子から各項目へのパス係数は，個人レベルと学級レベルで等値制約
を置いた。その結果，級間分散は 3.005，級内分散は 0.214であり，級内相関係数は 0.066

であった。
次に，児童の自己向上意欲を基準変数，学級規模（βCS）と教育熱心な親の多い学校か

（βd）の 2つを説明変数とするマルチレベル構造方程式モデルを実施した（表 3.1）。その
結果，学級規模の大小は，自己向上意欲と負に関連していることが示された。

表 3.1 マルチレベル構造方程式モデリングの結果

Parameter Estimate SE p

Student level

λ1 [Item3, loading] 1.000

λ2 [Item13, loading] 1.249 0.051 0.000

λ3 [Item23, loading] 1.022 0.037 0.000

λ4 [Item33, loading] 0.588 0.026 0.000

λ5 [Item43, loading] 1.408 0.058 0.000

λ6 [Item53, loading] 1.022 0.041 0.000

λ7 [Item63, loading] 0.946 0.041 0.000

λ8 [Item73, loading] 1.001 0.039 0.000

ξ21 [variance] 2.958 0.190 0.000

Class level

λ9 [Item3, loading] 1.000

λ10 [Item13, loading] 0.850 0.136 0.000

λ11 [Item23, loading] 0.805 0.133 0.000

λ12 [Item33, loading] 0.872 0.244 0.000

λ13 [Item43, loading] 0.862 0.173 0.000

λ14 [Item53, loading] 0.865 0.160 0.000

λ15 [Item63, loading] 0.636 0.138 0.000

λ16 [Item73, loading] 0.714 0.141 0.000

βd [regression coefficient] 0.199 0.105 0.059

βCS [regression coefficient] -0.016 0.008 0.036

ξ22 [variance] 0.067 0.070 0.336
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表 3.1 の学級レベルの推定値をもとに，学級規模による自己向上意欲の因子得点の予測
値を教育熱心な親の多い学校（βd = 1）と教育熱心な親の多くない学校（βd = 0）別に
示すと，図 3.2のとおりとなる（自己向上意欲の予測得点 = −0.016×学級規模 +0.199×
教育熱心な親の多い学校（1）か否か（0））。

Class size
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0
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図 3.2 学級規模と学校の特徴による自己向上意欲の予測値
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3.2 考察
本研究の目的は，児童の動機づけと学級規模との関連を明らかにするために，特に動機
づけ的特性の一つである学習目標志向性に着目し，学級規模の大小と児童の課題に対する
取り組み方の志向性との関連を検討することであった。全国の小学校を抽出し小学校 5年
生を対象に実施した調査によって得られたデータの追加分析を行った結果，図 3.2のとお
り，学習目標志向性と類似した内容を測定していると考えられる，追加分析対象データに
含まれる児童の自己向上意欲は，在籍する学級が小規模である方が高く，大規模である方
が低いことが示された。
なお，本研究ではスナップショットスタディ（学級規模も自己向上意欲も同時に 1時点
でのみ測定している）のデータに対するデータの分析を行った。そのため，この結果が示
すのは，調査実施時の学級規模の大小による児童の自己向上意欲の高低を示しているに過
ぎない。したがって，学級を小規模にすることが児童の学習目標志向性が高くなることに
つながるといった，因果的な解釈ができない点に留意する必要がある。
本研究の分析対象であった自己向上意欲は方法において述べたとおり，児童の自己の向
上や将来展望についての特性を測定している。一方，動機づけ研究で言うところの学習目
標志向性は，自己の有能さの向上や学習内容の理解を目指す志向性であると定義されてい
る。両者は高い類似性を持つことも方法において指摘したが，これらの点を踏まえると，
本研究の結果は，学級規模の小さい学級の児童は高い学習目標志向性を示す傾向にあるこ
とを示唆していると言えよう。
学級が小規模である方が児童の学習目標志向性が高い傾向が見られる背景には，以下の
ようなことが考えられる。学級規模と教室内の教師―児童間の関係や，児童同士の関係に
着目すると，小規模学級では通常規模学級や大規模学級と比較して児童同士の凝集性が高
く，教師は児童に対して個別に対応しやすいといったことが先行研究で明らかとなってい
る (Johnston, 1989)。一方，動機づけと教室構造との関係に着目すると，教室内の教師―
児童間の関係や，児童同士の関係が支持的であることが，学習目標志向性が高くなること
につながりやすいことが示されている (Wentzel, 1998)。このように，学級が小規模であ
る方が，教師―児童間の関係や，児童同士の関係が支持的となり，ひいては学習目標志向
性が高くなることにつながると考えられる。
ただし，先に指摘したように本研究の結果に対しては因果的な解釈ができないことに加
えて，教室内の教師―児童間の関係や，児童同士の関係についての分析は行っていないた
め，上記のような学級規模が児童の学習目標志向性に影響を与える過程を明らかにしてい
るとは言えない。しかし，本研究の結果と，学級規模研究と動機づけ研究両者の先行研究
による知見を踏まえると，小規模学級の児童は高い学習目標志向性を示すようになること
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が理論的には想定できよう。
学習目標志向性が高いことは，児童の学習に対する集中力や持続性を高め，特に複雑な
処理を必要するような難しい課題に対しても自律的に取り組めるようになると考えられ
る (Diener & Dweck, 1978)。このような知見と本研究の結果とを結びつけて検討すると，
小規模学級に在籍する方が児童の学習目標志向性を高め，自律的，持続的な学習行動を促
すことにつながりうると言えよう。
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